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メンタルヘルス不調者の休業・退職・再発・復職と企業の健康管理対

策との関連：横断的分析† 
土 屋 政 雄*1 秋 山   剛*2 

 
目的 職場において精神疾患による休業の増加が問題となっている。それぞれの企業でメンタルヘルスへの

対策が整備されつつあるが、こうした対策が従業員の休業、退職、再発、復職などの就労予後とどのように関連

しているかについては明らかになっていない。本研究では、企業の健康管理対策の整備状況と就労予後指標の関

連について検討した。 
方法 全国から無作為に抽出された 10,000 社の企業を対象に質問票を郵送し、1,361 社から回答があった（回

答率 13.6%)。このうち、私傷病に関する病気等休暇・休業制度があり、欠損のない 171 社を解析の対象とした。

正社員数、各企業の健康管理対策の実施、就労予後（休業、退職、再発、復職）の人数についてたずね、ロジス

ティック回帰分析を行ないこれらの関連を検討した。 
結果 すべての就労予後指標において、それぞれ 6-12 個の企業対策実施との有意な正の関連が見られ、企業

規模を調整したあとも 3-5 個の企業施策が有意な関連として残った。 
考察 メンタルヘルスへの健康管理対策を行なっている企業は、休業、退職、再発の割合も多かったが、対

策の実施が事例の発生を高めているとは考えにくい。これらの対策の影響は、該当事例の発生を適正に把握でき

ている段階にとどまっているとの解釈が妥当である。復職の割合が多く見られた対策の実施とも合わせて、本研

究により今後企業が行なうべき健康管理対策について示唆が得られた。 
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1 はじめに 
近年，職場において精神疾患による休業が増えている

1)．長期休業の原因として精神疾患が占める割合は高く

2, 3)，また，精神疾患に起因する疾病休業は，身体疾患に

起因する場合と比べ休業期間が長い傾向がある 4, 5)．わ

が国においても，疾病休業者の平均休業期間は精神疾患

によらないものが 47.3 日なのに対し，精神疾患によるも

のが 119.5 日で 2 倍以上も異なるという報告があり 6)，

精神疾患による休業は重大な問題となっている． 
このような状況に対して，政府の指導などもあり，企

業は対策の整備を進めている．これらの対策が，現在ど

の程度労働者の就労予後に影響を及ぼしているのかを分

析することができれば，現状の把握，今後の対策展開の

必要性の予測を進める上で大きな意義がある．本研究で

は，この課題に対し，横断的にではあるが初期的な分析

を行なった． 
この分析については，考慮するべきいくつかの検討課

題がある． 
1) 精神疾患発症後の就労予後指標 
精神疾患発症後の就労予後としては，休業および休業

後の復職については報告があるが，休業後の退職や再発

についての報告は，わずかしかみられない 7-9). 産業メン

タルヘルスにおいて適正な対策を進めるためには，休業，

退職，再発，復職に関する指標全体について包括的に検

討する必要がある． 
2) 企業による健康管理対策の影響 
企業が行なうべき対策については，すでに厚生労働省

から指針が発表されている 10)．これまで，各企業におけ

る対策施行の実態調査は行なわれているが，対策の実施

状況と労働者の疾病休業や退職，再発，復職などの就労

予後との関連についてはほとんど検討されていない 11, 

12)． 
3) 企業規模の影響 
一般に企業の規模は，様々なメンタルヘルス対策を行

なうための資源ばかりでなく，他の労働者が業務を肩代

わりするなどの職場の余力といった要因を通して，就労

予後に影響を与えていると考えられるが，企業規模の影

響を調整した上での対策の影響については，まだ，ほと

んど報告がみられない 11, 13, 14)．本研究においては，対策

の独立した影響を検討するために，企業規模の影響を調

整した上で分析を行なった．個々の対策の影響を明らか

にすることによって，対策を幅広く展開する余裕がない

企業において，どういった対策を優先するべきかについ

ての手がかりが得られる可能性がある． 
4) 企業による健康管理対策の影響の経時的変化 

企業による健康管理対策の就労予後指標への影響につ

いては，経時的な変化があると考えられ，例えば職場環

境改善の取り組みを行った際に，一時的に仕事量や離職

の増加が見られたという報告がある 15)．このように，職

場のメンタルヘルス対策を実施してから，予期された影
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響が現れるまでには時間の経過を要すると考えられる．

つまり，企業がメンタルヘルス対策を行った場合，メン

タルヘルスへの注意が喚起されることから，当初は，事

例の把握が高まることによって，みかけ上発生率が高ま

る可能性が考えられる．一方，対策の進行が進めば，事

例の発生が予防されメンタルヘルスに関する指標が改善

し，発生率が実際に低まってくるものと考えられる． 
以上の課題に対応するために、本研究では次のデータ

を用いて検討を行なった。平成 19 年度に，厚生労働省

の委託研究として，様々な規模の企業を対象にして，「病

気等のブランクを克服できる人事制度のための調査研究

事業」が行われた．各企業におけるメンタルヘルスに対

するそれぞれの対策について，精神疾患を有する従業員

の就労予後指標との関連を検討した。 
 

2 方法 
1) 調査対象 
「病気等のブランクを克服できる人事制度のための調

査研究事業」では，株式企業帝国データバンクのデータ

ベースを利用し，全国の企業を「業種 10 カテゴリー×

企業規模 4 カテゴリー=計 40 カテゴリー」に分類した．

これを基に 10,000 件を比例配分し，無作為抽出を行っ

た．なお，企業規模 4 カテゴリーそれぞれで人数が等し

くなるように抽出が行なわれておりそれぞれ約 25%の

サンプルで構成された．したがって，抽出対象リストに

ある企業からの実際の抽出確率は，50～99 人規模におい

て 6.4%, 100～299 人規模において 9.1%, 300～999 人規

模において 30.4%, 1000 人以上規模においては 100%で

あった．抽出された 10,000 件の第一次サンプル企業に

対し，2008 年１月に質問票を郵送にて配布し，無記名で

郵送による返送を求めた．この調査における病気とは，

「私傷病」，すなわち労働災害に起因する傷病以外を指し

ている．回答があった 1,361 社（第二次サンプル；回答

率 13.61%）のなかには，私傷病に関する病気等休暇・

休業制度があると答えた企業が 797 社（第三次サンプ

ル；回答率 7.97％）あり，その中で，分析に含まれてい

るすべての項目に欠損値なく回答した 171 社（第四次サ

ンプル；回答率 1.71％）を，分析の対象とした． 
2) 調査内容 
また，正社員数の報告を求め，これを元に企業規模の

変数（1-99 名，100-299 名，300-999 名，1000 名以上）

を作成した．次に，企業のメンタルヘルス施策として，

人事管理の基本方針，労働者に対する健康管理，リハビ

リ出社の有無，短時間勤務の有無，産業医・保健師・看

護師の有無，長時間労働者に対する産業医などの面接，

メンタルヘルスに関する研修（以後，MH 研修と略）の

有無（管理職・非管理職），労働時間管理に関する研修の

有無（管理職・非管理職），労働者支援プログラム（以後，

EAP と略）の認知度についてたずねた．なお，本研究に

おける「リハビリ出社」は，「傷病手当金」や「共済から

の手当金」等を支給されている「私傷病に関する病気等

休暇・休業」取得者が「仕事や職場に慣れるため」出社

することのみを意味しており，厚生労働省（2009）の「心

の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引

き」の中の「試し出勤」と同様の制度を指すと考えられ

るが，厳密な定義はしておらず，回答者の判断に任せら

れている． 
 精神疾患の予後に関して，精神疾患による私傷病の

休業人数のほか，2006 年 1 月 1 日～2007 年 12 月 31 日

までの間における，私傷病に関する休業労働者のうち，

復職，退職，再発した人数について尋ねた． 
3) 統計解析 
まず 4 つの企業規模それぞれにおける欠損の分布と調

査対象企業全体での企業規模の分布を比較するため，解

析対象企業のデータセットにおける企業規模についてカ

イ二乗検定による適合度検定を行なった．また，質問紙

を返送したが解析に含まれなかった企業と解析対象企業

での分布を比較するために，カイ二乗検定による独立性

の検定を行なった． 
休業，復職，退職，再発した人数は正社員数によって

影響を受けるため，各社の正社員人数で除した値を休業，

復職，退職，再発に関する指標とした．精神疾患の予後

の各指標は分布が正規分布から偏倚していたため，それ

ぞれ中央値で折半し，2 値変数とした． 
次に，包括的にデータが得られている，第四次サンプ

ルを対象に，企業規模の影響について，休業，復職，退

職，再発指標を目的変数として，単変量ロジスティック

回帰分析を行った．次に企業規模の影響を調整して，企

業規模について，休業，復職，退職，再発指標を目的変

数とした，ロジスティック回帰分析を行った．最後に，

企業規模を共変量として投入しそれぞれの説明変数につ

いてロジスティック回帰分析を行なった．解析には

SPSS11.0 を用いた． 
 

3 結果 

表 1 解析対象企業と解析の対象にならなかった企業における企業規模の分布 

  解析対象企業(n=171) 解析の対象外企業(n=1182) 計（n=1353） 

企業規模    
1～99 名 27 (15.8%) 500 (42.3%) 527 (39.0%) 
100～299 名 44 (25.7%) 345 (29.2%) 389 (28.8%) 
300～999 名 51 (29.8%) 223 (18.9%) 274 (20.3%) 
1000 名～ 49 (28.7%) 114 (9.6%) 163 (12.0%) 

  χ2=81.3, df=3, p< .001   
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 実施状況に関する検討の対象になった第二次サンプ

ル 1361 社の企業規模の分布については，第一次サンプ

ルの企業と比べて１～99 人の企業が多く（39.0%），1000
人以上の企業（12.0%）が少ない傾向が見られている 16)．

今回，新たに行われた解析の対象としている 171 社の企

業規模の分布については，第一次サンプルの企業と比べ

て１～99 人の企業がやや少なく（15.8%），300～999 人

の企業（29.8%），1000 人以上の企業（28.7%）がやや

多い傾向が見られた（χ2=8.35, df=3, p=0.039）． 
 また 171 社の企業規模の分布と，第二次サンプル社

の内，私傷病に関する病気等休暇・休業制度がない，及

びデータに欠損値がみられた 1,182 社の企業規模の割合

については有意な差が見られ（χ2=81.3, df=3, p<.001; 
表 1）欠損値がみられた企業は，小規模の企業が多いと

いう結果であった． 
 また，第三次サンプル 797 社の中でも，項目ごとに

回答の欠損がみられた（表 2）．企業規模と欠損パターン

には関連がみられ（χ2=35.7, df=3, p<.001），１～99 人

の企業では 88.4%が欠損であったのに対し，1000 人以上

の企業では，欠損は 64.7%にとどまっていた．ここでも

小規模の企業では欠損となる割合が多いという傾向が見

られたため，本研究での結果の解釈においては，企業規

模によるサンプルの代表性の違いについて注意する必要

がある. 
171 社における業種の内訳は，製造業（24.6%），情報

サービス業（9.4%），運輸・通信業（6.4%），卸売・小売

業（15.2%），金融・保険業（5.8%），建設・不動産業（2.9%），

医療・福祉・教育業（15.2%），電気・ガス・熱供給・水

道業（1.8%），飲食サービス業（0.6%），その他サービス

業（18.1%）であった． 
 各企業施策の影響について，各施策と指標の 2 変量

および企業規模調整後の分析結果を表 3 に示す．企業規

模を調整した後は， 
① リハビリ出社を実施している 
② 看護師がいる 
③ 管理職にメンタルヘルス研修を行っている 
④ EAP についてある程度以上知っている 
といった企業で，休業指標が高いという関連がみられ

た． 
また， 
① リハビリ出社を実施している 
② 短時間勤務制度がある 
③ 看護師がいる 
④ 非管理職へのメンタルヘルス研修を実施してい

る 
といった企業で，有意に退職指標が高いという関連が

みられた． 
また， 
① リハビリ出社を実施している 
② 看護師がいる 
③ 産業医などの面接を法定以上に実施している 
④ 管理職にメンタルヘルス研修を実施している 
といった企業で，有意に再発指標が高いという関連が

みられた． 
また， 
① 管理職にメンタルヘルス研修を実施している 
② 非管理職にメンタルヘルス研修を実施している 
③ EAP についてある程度以上に知っている 
といった企業において，有意に復職指標が高いという

関連が見られた． 
 

4 考察 
 本研究では，企業におけるメンタルヘルスに対する

健康管理対策と精神疾患を有する従業員の就労予後指標

との関連について横断的に検討を行なった． 
 企業規模の影響とは独立して，多くの企業施策が従業

員の就労予後指標と関連を示し，本研究では，企業施策

と従業員の就労予後との関連について，横断的にではあ

るが，現時点ではもっとも正確な分析を示すことができ

たと考えられる． 

1) 企業による健康管理対策の実施状況 
 本調査は，無記名で，企業の自発的な意思に基づい

て行われ，第二次サンプルの回答率は，13.6%にとどま 

表 2 私傷病に関する病気等休暇・休業制度があると答えた

企業（N=797）の各変数における欠損ケース数 

  欠損ケース数 

アウトカム  
休業 337 
退職 441 
再発 410 
復職 505 

説明変数  
正社員数 4 
平均年齢 23 

人事管理の基本方針 11 
従業員に対する健康管理 13 

リハビリ出社 49 
短時間勤務 30 

産業医の有無 36 
保健師の有無 71 
看護師の有無 81 

長時間労働者に対する 
産業医などの面接 

75 

メンタルヘルスに関する研修 
 （管理職） 

32 

メンタルヘルスに関する研修 
 （非管理職） 

43 

労働時間管理に関する研修 
 （管理職） 

36 

労働時間管理に関する研修 
 （非管理職） 

52 

EAP の認知度 23 
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っていた．この調査の各項目の単純集計に関しては，す

でに報告書が発表されており 16)，第二次サンプル 1361
社，及び第三次サンプル 797 社において，それぞれどの

程度各対策をとっているかの割合が示されている。企業

規模によって差がみられたが，リハビリ出社や短時間勤

務の仕組みは約 3-4 割，産業医の常在は約 4 割，保健師

や看護師の常在は約 1-2 割，法定通り以上の長時間労働

者への面接では約 4 割，管理職へのメンタルヘルス・労

働時間管理の研修は約 4 割，非管理職へは約 2 割の企業

で施行されていた．特に，第二次サンプルのうち，約 6
割の 797 社にしか，私傷病に関する病気等休暇・休業制

度がなかった．第四次サンプルである171社については，

概ね同様の割合で対策が取られていたが，1 割から 2 割

増しで対策をよく行っている傾向が見られた。第一次サ

ンプルの中で，今回の調査に回答していない企業では，

メンタルヘルスに関する制度の整備が進んでいない可能

性があり，現時点ではわが国において，私傷病に関する

病気等休暇・休業制度をもたない企業が，かなり多く存

在する可能性がある．これは重大な懸念をもたざるをえ

ない事態であると言えよう． 
 この 797 社からの回答で，表 1 に示したように，メン

タルヘルス施策に関する回答の欠損がみられた．回答の

欠損がみられた企業では，これらの施策を施行していな

い可能性があると考えると，企業における施策について

も現状では整備が進んでいない可能性が，さらに強く推

測される．回答に欠損があった企業に，規模が小さいも

のが多く見られたことは，この推測を間接的に支持する

とも考えられる． 
各施策の執行状況と企業規模の関連については，多く

の項目で大企業の方が執行している割合が高い傾向にあ

ったが，特に保健師，看護師の常駐，長時間労働者への

面接，メンタルヘルスや労働時間に関する研修，EAP の

認知度といった項目で企業規模による割合の違いが大き

かった． 
2) 企業規模の影響 
企業規模調整前の分析で，休業，復職，退職，再発す

べての指標において，企業規模が有意な関連を示し，規

模が大きい企業において指標が高いという結果がみられ

た．規模の大きい企業において精神疾患の発生に関する

報告値が高いという結果は，厚生労働省 17, 18)による調査

の結果と一致している． 
企業規模の調整前後で，有意な影響を示した要因の数

は，休業で 9→4，退職で 7→4，再発で 12→5，復職で 6
→3 と減少を示していた．これは，企業規模を調整した

分析を行なわないと，非常に多くの施策が，就労予後指

標と見かけ上有意な関連を示すことを示唆している．今

後，施策の影響について，より正確な分析を進めるため

には，企業規模の調整を行なうことが重要であると考え

られる．  
3) 企業による健康管理対策の影響 

今回の分析では，「リハビリ出社を実施している」「看

護師がいる」企業では休業，退職，再発，「管理職へのメ

ンタルヘルス研修を実施している」企業では休業，再発，

復職の指標が高かった．また，「非管理職へのメンタルへ

ルス研修を実施している」企業では，退職，復職，「（回

答者が）ＥＡＰについてある程度以上知っている」企業

では，休業，復職についての指標が高かった． 
 そのほか，「短時間勤務制度がある」企業では休業，

「長時間労働者に対する産業医などの面接を法定以上に

実施している」「非管理職への労働時間管理に関する研修

を実施している」企業では，再発の指標が高いという結

果であった． 
 因果関係として，これらの施策を行うことによって，

各指標が示している事例の発生そのものが高まると考え

ることはほとんど不可能である．つまり，今回の結果か

ら，これらの施策を行っている企業でも，それぞれの施

策の影響は，該当事例の発生を適正に把握するという段

階に留まっている可能性が高い． 
また，「リハビリ出社の実施」「看護師の雇用」「管理職

へのメンタルヘルス研修」「非管理職へのメンタルへルス

研修」「ＥＡＰについての知識」は，複数の指標への関連

を示した．行える施策の数が限定されている際には，こ

れらの施策を優先することに意義がある可能性が示され

た． 
4) 有意な影響を示さなかった対策 
 今回の分析では，「人事管理の基本方針」「産業医の

有無」は，指標への有意な関連を示さなかった．本調査

の結果だけで結論を導くことはできないが，これらの施

策は，他の施策を介した間接的な影響をおよぼしている

可能性がある． 
5) 企業施策の現状 
企業施策に影響に関する今回の解析の対象は，当初調

査票が配布された企業の 1.71%に過ぎず，現在の日本に

おける企業の中では，かなり先進的にメンタルヘルス施

策を行っている企業が回答している可能性が考えられる．

この解析対象について，なお，メンタルヘルス施策を行

うことによって発生が防止されるというよりは，事例の

適正な把握が促進されている段階にあり，施策の実施に

よって事例の発生そのものを予防する段階には到ってい

ないことが示唆されている．この結果を考えるとき，企

業におけるメンタルヘルス施策の推進については，なお

相当の改善を要すると言えよう． 
6) 調査の限界 
今回の調査には，いくつかの限界がある．第一に，回

答率は，第一次サンプルでも 13.6％と低いものであった．

第二に，無記名の調査であるため，欠損値を補うことが

できず，当初質問紙を発送した 10,000 社のうち，1.71%
しか，施策の影響に関する解析の対象になっていない．

また，回答者の属性について情報がないため，回答結果

の信頼性は低くなると考えられる。第三に，理論的には，
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各種の施策によって，就労予後指標が実際に高まってい

る可能性を排除することはできない． 
7) 調査の意義 
上記の限界はあるが，今回の解析対象の 171 社には，

さまざまな規模の企業が含まれており，企業規模および

企業施策の就労予後への影響について，詳細な検討を行

うことができた．今後，前向的な研究を含めて，さらに

包括的な検討を行うための重要な初期的知見が得られた

と考えている． 
8) 結論 
① 現状では，企業においてメンタルヘルス施策の整

備が十分に進んでいない可能性が高い． 
② メンタルヘルス施策を実施している企業におい

ても，施策によって事例の適正な把握が促進され

る段階にとどまっており，事例の発生を予防する

段階に到っていない可能性がある． 
③ 施策の影響を正確に分析するためには，企業規模

の影響を調整する必要がある． 
④ 「リハビリ出社の実施」「看護師の雇用」「管理職

へのメンタルヘルス研修」「非管理職へのメンタ

ルへルス研修」「ＥＡＰについての知識」は，企

業規模と独立した影響を示しやすい可能性があ

る. 
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Associations between corporate health management and sickness absence, 
employee attrition, relapse, and return to work of employees with mental 

health problems: A cross-sectional analysis 
by 

Masao TSUCHIYA*1 and Tsuyoshi AKIYAMA *2 

Objective: Although numerous corporations have mental health management, there is no clear 
association between those mental health management and the work outcomes of sick-listed employees. The 
present study investigated the association between implementation of corporate management and work 
outcomes. 

Methods: A questionnaire was sent to 10,000 randomly selected corporations, and 1,361 (13.6%) 
responses were received. After excluding invalid responses, 171 of these were subjected to analysis. The 
number of full-time workers, implementation of corporate management, and the number of incidences of 
each work outcome (sickness absence, employee attrition, relapse, and return to work) were collected and 
analyzed using logistic regression. 

Results: There were six to 12 significant positive associations observed between corporate management 
and each work outcome, and three to five of these remained after adjusting for company size. 

Discussion: Relatively higher proportions of sickness absence, employee attrition, and relapse were 
observed in corporations which implemented mental health management. This does not necessarily mean, 
however, that implementation of mental health management leads to the occurrence of mental health 
problems. Rather, it is appropriate to interpret these associations as reflecting the reality that employees in 
each work outcome category tend to be identified more readily in corporations which implement mental 
health management. 
Key words: sickness absence, return to work, mental health management, workplace rehabilitation, EAP 
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